「大阪府ホームレスの自立の支援等に関する実施計画」施策評価調査票
	実施計画項目
	（６）　就業機会の確保・就労支援

	
	　　①　ホームレス自立支援センターにおける就労支援機能の充実

	実施計画内容
	· ホームレス自立支援センターでは公共職業安定所との連携のもと、職業相談員による職業相談、職業紹介、求人開拓等を行い、就労による自立を支援する。

· 大阪ホームレス就業支援センター運営協議会において、国のホームレス等就業支援事業を活用し、事業所等への求人開拓、就労に係る相談・情報提供や職場体験講習、就職支援セミナー等を実施する。

· ホームレス自立支援センター入所者の勤労意欲・勤労習慣の醸成を図り、常用就職へ導くため、公園等府管理施設の環境美化作業等への従事機会を提供する。

	事業実績


	○国の「ホームレス等就業支援事業」を受託し、事業所等への求人開拓、就労に係る相談・情報提供などを行っている「大阪ホームレス就業支援センター運営協議会」に対して運営補助を行った。

【補助実績等】　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：千円）
H21年度

H22年度

H23年度

H24年度

H25年度

補助金

4,500

4,500

4,500

4,500

4,500

（参考）「ホームレス等就業支援事業（厚生労働省）」

受託額

143,200

154,922

150,148

140,910

138,066

○都市整備部と連携し、ホームレス自立支援センター利用者の再ホームレス化の防止の観点から、公園等の除草・清掃等環境美化作業の就労機会を提供し自立の支援を図った。

注) 堺市内のホームレス自立支援センター「おおいずみ」がＨ21年度末で廃止となり、　以降は大阪市内のホームレス自立支援センター(大阪市事業)のみ。

【事業費】　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：千円）
H21年度

H22年度

H23年度

H24年度

H25年度

公　　園

2,543

971

978

957

861

道　　路

1,000

1,000

1,000

1,000

1,000

河　　川

500

500

500

500

500



	事業効果
	○大阪ホームレス就業支援センター運営協議会において、事業所等への求人開拓、　就労に係る相談・情報提供や職場体験講習等を実施し、ホームレス自立支援センター　　利用者の就労による自立支援に効果を挙げている。

【実施状況】　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　H25年度は9月末までの数値
H21年度

H22年度

H23年度

H24年度

H25年度

就業支援相談

787人

533人

529人

383人

159人

事業所接触

728人

366人

371人

273件

188人

雇用

99人

87人

122人

89人

71人

職場体験講習

124人

124人

141人

126人

30人

就職支援ｾﾐﾅｰ

128人

233人

294人

211人

105人

○公園等の除草・清掃等環境美化作業の就労体験から、ホームレス自立支援センター利用者の就労意欲の向上に効果を挙げている。

【実施状況】                                         H25年度は下半期で実施予定
H21年度

H22年度

H23年度

H24年度

H25年度

公　　園

180人

68人

63人

70人

－

道　　路

84人

63人

70人

64人

－

河　　川

35人

32人

35人

31人

－



	課題・問題点
	○昨今の経済・雇用情勢の悪化により、就業紹介においても厳しい状況が続いており、民間事業所等から仕事等を開拓する取組みの強化が必要である。

	今後の取り

組み方向
	○大阪ホームレス就業支援センター運営協議会において、関係機関と連携して引き続き啓発活動を行うとともに、民間企業等からの就業機会の開拓を強化していく。

	担当部室課
	商工労働部雇用推進室労政課
福祉部地域福祉推進室社会援護課


「大阪府ホームレスの自立の支援等に関する実施計画」施策評価調査票
	実施計画
項目
	（６）　就業機会の確保・就労支援

	
	　　②　生活保護の適用後の自立支援プログラム等の推進

	実施計画
内容
	· 生活保護の適用を受けたホームレスが、安定した居宅生活を継続するため、その能力や意欲に応じた自立支援プログラムに基づく就労支援を推進するなど、市町村等関係機関が連携・協力し経済的、社会的自立に必要な支援を行う。

	事業実績
	・巡回相談指導事業等により、生活保護の適用に至ったホームレスに対しては、福祉事務所において実施する就労支援プログラムをはじめとする自立支援プログラムへの参加を呼び掛けるなどして、生活指導から求職活動までを含めた就労支援などを行い、個々の状況に応じた自立を支援した。


	事業効果
	・福祉事務所において実施する自立支援プログラムを通じて、受給者の日常生活自立、社会的自立、経済的自立につなげた。

	課題・
問題点
	

	今後の取り

組み方向
	・保護受給後はその者の状況や課題に応じ、生活保護受給者の自立支援に係る事業などを活用し、日常生活能力の維持・向上や社会的自立、就労自立に向けた支援を行う。

	担当部室課
	福祉部地域福祉推進室社会援護課


「大阪府ホームレスの自立の支援等に関する実施計画」施策評価調査票
	実施計画項目
	（6）　就業機会の確保･就労支援

	
	　　③　巡回相談指導事業を通じた求人情報等の提供

	実施計画内容
	· 巡回相談指導事業を通じ、公共職業安定所の求人情報等、ホームレスの就業ニーズに応じた情報を市町村等関係機関と連携して提供するなど、自立に向けた就労支援を行う。

	事業実績
	・巡回相談指導員がホームレスを定期的に訪問した際に、就労に関するニーズを把握した場合には、就労に関する情報提供を行うとともに、必要に応じて公共職業安定所への同行支援を行った。また、就労に向けて生活基盤を確保するために、居宅設定支援を行った。

	事業効果
	・ホームレスへの就労に関する情報提供などを行い、自立につながった。

＜路上生活からの脱却状況＞（大阪市を除く府域４ブロック）　【再掲】

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　(人)　　　　　　　　　　　　　

H21年度
H22年度
H23年度
H24年度
住み込み就労

7

1

0

2



	課題・問題点
	・個々の就業ニーズに応じた情報提供ができるよう、公共職業安定所等関係機関から多くの情報を入手する必要がある。

	今後の取り

組み方向
	・公共職業安定所の求人情報や職業訓練情報など、ホームレスの就業ニーズに応じた情報を巡回相談指導事業などを通じ提供し、ホームレスの自立に向けた就労支援を行う。

	担当部室課
	福祉部地域福祉推進室社会援護課



「大阪府ホームレスの自立の支援等に関する実施計画」施策評価調査票
	実施計画項目
	（６）就業機会の確保・就労支援

	
	　　④技能講習や職業訓練の実施による職業能力の開発・向上

	実施計画内容
	　　 ○　国が実施する技能講習事業や民間教育訓練機関への委託により実施する「離職者等再就職訓練事業」を活用し、技能労働者として必要な知識・技能を習得・向上させることにより、ホームレスの就労による自立を支援する。

	事業実績
	○　離職者等再就職訓練事業

　　厳しい雇用･失業情勢が続く中、離職者等の再就職を支援するため、平成24年度は年間計画定員を、前年度と同規模で訓練を実施。

・平成21年度当初予算額　　１，０１２，５７７千円（国10/10事業）　

・平成22年度当初予算額　　１，５９７，８６４千円（国10/10事業）

・平成23年度当初予算額　　１，６９０，４３３千円（国10/10事業）

・平成24年度当初予算額　　１，６９５，５３４千円（国10/10事業）　

・平成25年度当初予算額　　１，５７５，３７１千円（国10/10事業）

年　　度

定　　員

受講者

修了者

就職者

平成２１年度

４，０９７人

３，５３６人

３，１３９人

１，８２２人

平成２２年度

６，０２９人

５，０１１人

４，１１８人

２，８８２人

平成２３年度

６，１２０人

５，４６８人

４，４８２人

３，５７３人

平成２４年度

５，９３５人

５，１７５人

４，７０５人

３，９１６人

平成２５年度

５，６６０人

２，７７３人

注)平成25年度の受講者は、H25.４～９迄の人数


	事業の効果
	○　ホームレス及びホームレスになるおそれのある者（以下、「ホームレス等」という。）も受講の対象者として、離職者等再就職訓練事業を実施した。

	課題・問題点
	○  離職者等再就職訓練に関する訓練内容や実施期間等に関する情報提供



	今後の取り組み方向
	○  職業訓練情報など、ホームレス等の就業ニーズに応じた情報を巡回相談指導事業を通じ提供する。


	担当部室課
	商工労働部雇用推進室人材育成課

福祉部地域福祉推進室社会援護課


「大阪府ホームレスの自立の支援等に関する実施計画」施策評価調査票
	実施計画項目
	（６）　就業機会の確保・就労支援

	
	　　⑤　事業主等に対する啓発、雇用先の開拓及び試行雇用の実施による職場適応促進

	実施計画内容
	· 関係行政機関、経済団体、労働団体で構成する大阪野宿生活者（ホームレス）就業支援協議会や大阪ホームレス就業支援センター運営協議会等を通じ、経済団体や商工団体と連携を図り、事業主等に対し就労による自立を希望するホームレスの雇用に対する啓発や求人開拓に努める。

· 国が実施するホームレス試行雇用事業を活用し、ホームレスの雇用促進、職場適応の推進が図られるよう、国や経済団体、商工団体等と連携し、事業主等への試行雇用事業利用促進の働きかけを行う。

	事業実績


	○大阪ホームレス就業支援センター運営協議会が大阪野宿生活者（ホームレス）就業支援協議会と連携し、経済団体関係企業に対してホームレスの雇用に対する啓発や求人開拓に努めた。

○大阪ホームレス就業支援センターの事業案内リーフレットに、国のホームレス等試行雇用事業案内を掲載し、啓発に努めた。

○公共事業発注部局を通じ、入札参加業者に対してあいりん地域日雇労働者の雇用勧奨について文書を配布し、理解と協力を求めた。

	事業効果
	○事業所等への求人開拓を実施し、ホームレス自立支援センター利用者の就労による自立支援に効果を挙げている。

【実施状況】　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　H25年度は9月末までの数値
H21年度

H22年度

H23年度

H24年度

H25年度

事業所接触

728件

366件

371件

273件

188件

雇　　　　 用

99人

87人

122人

89人

71人

職場体験講習

124人

124人

141人

126人

30人

注) 堺市内のホームレス自立支援センター「おおいずみ」がＨ21年度末で廃止となり、　以降は大阪市内のホームレス自立支援センター(大阪市事業)のみ。

	課題・問題点
	○経済・雇用情勢の悪化により、就業紹介においても厳しい状況が続いており、民間事業所等から仕事等を開拓する取組みの強化が必要である。

	今後の取り

組み方向
	○大阪ホームレス就業支援センター運営協議会において、関係機関と連携して　引き続き啓発活動を行うとともに、民間企業等からの就業機会の開拓を強化していく。

	担当部室課
	商工労働部雇用推進室労政課
福祉部地域福祉推進室社会援護課


「大阪府ホームレスの自立の支援等に関する実施計画」施策評価調査票
	実施計画項目
	（６）　就業機会の確保・就労支援

	
	　　⑥　公共団体発注業務における雇用促進への配慮

	実施計画内容
	· 府が発注する各種委託業務のうち、ホームレス自立支援センター入所者の再就職先として見込める職種が対象となる業務を総合評価制度により入札する場合、ホームレスの雇用状況等を評価項目として、ホームレスの雇用を促進する。

· 府の総合評価制度における、こうした取り組みを市町村等へ周知し、普及を図る。

	事業実績


	· 総合評価入札の実施

清掃業務発注（大規模施設及び中規模施設）において、評価項目にホームレスを含む就職困難者の雇用など「行政の福祉化」の視点を盛り込んだ総合評価入札制度を導入し、ホームレス自立支援センターを利用した雇用についても評価項目の一つとした。

【対象物件】

・大規模施設

　　 20～23年度：10施設（本庁舎、産業技術総合研究所、府警察本部本庁舎、門真運転免許試験場、急性期・総合医療センター、呼吸器・アレルギー医療センター、精神医療センター、成人病センター、母子保健総合医療センター、府立大学）

　　 23～26年度：10施設（同上、ただし、本庁舎に咲洲庁舎を含む）

・中規模施設

　　　18～21年度：3施設（泉南府民センター、南河内府民センター、北河内府民センター）

　　　20～23年度：1施設（中河内府民センター）

21～24年度：3施設（泉南府民センター・南河内府民センター・北河内府民センター）

22～25年度：2施設（三島府民センター、泉北府民センター）

23～26年度：2施設（中河内府民センター、中央図書館）

24～27年度：3施設（泉南府民センター、南河内府民センター、北河内府民センター）

　　　25～28年度：3施設（泉北府民ｾﾝﾀｰ、三島府民ｾﾝﾀｰ、光明池運転免許試験場）

· 市町村職員を対象とした総合評価入札制度の説明会の実施

【実施年月日】

・平成21年11月27日　 ・平成22年12月21日

・平成23年12月　9日　　・平成24年11月26日

	事業効果
	ホームレス自立支援センターを通じた雇用実績は下記のとおり。（H25.4.1現在）

・１８年度～２１年度分：中規模施設　　１名

・２０年度～２３年度分：大規模施設　６６名

・２１年度～２４年度分：中規模施設　　１名

　　　・２３年度～２６年度分：大規模施設　２１名

注) 堺市内のホームレス自立支援センター「おおいずみ」がＨ21年度末で廃止となり、以降は大阪市内のホームレス自立支援センター(大阪市事業)のみ。

	課題・問題点
	

	今後の取り

組み方向
	今後とも本総合評価入札を通じて、ホームレスをはじめとする就職困難者の雇用を促進するとともに、市町村へ本制度を周知し、普及を図る。

	担当部室課
	総務部契約局総務委託物品課


「大阪府ホームレスの自立の支援等に関する実施計画」施策評価調査票
	実施計画項目
	（６）　就業機会の確保・就労支援

	
	　　⑦　常用雇用による自立が困難なホームレスに対する事業

	実施計画内容
	· 常用雇用による就労自立が直ちに困難なホームレスに対し、その生活実態を把握し、民間団体等が都市におけるすきま産業的な職種や内職等を含め、このようなホームレスが就労できる業務を幅広く開拓し、就労機会を提供する事業に対し必要な支援を行う。

	事業実績


	○　国の「ホームレス等就業支援事業」を受託し、事業所等への求人開拓、就労に係る相談・情報提供などを行っている「大阪ホームレス就業支援センター運営協議会」に対して運営補助を行った。

【補助実績等】　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：千円）
H21年度

H22年度

H23年度

H24年度

H25年度

補助金

4,500

4,500

4,500

4,500

4,500

（参考）「ホームレス等就業支援事業（厚生労働省）」

受託額

143,200

154,922

150,148

140,910

138,066



	事業効果
	○ 大阪ホームレス就業支援センター運営協議会において、事業所等への求人開拓、
就労に係る相談・情報提供や職場体験講習等を実施し、ホームレス自立支援センター利用者の就労による自立支援に効果を挙げている。

【実施状況】　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　平成25年度は9月末までの数値
H21年度

H22年度

H23年度

H24年度

H25年度

就業支援相談

787人

533人

529人

383人

159人

事業所接触

728人

366人

371人

273件

188人

雇用

99人

87人

122人

89人

71人

職場体験講習

124人

124人

141人

126人

30人

就職支援ｾﾐﾅｰ

128人

233人

294人

211人

105人

注) 堺市内のホームレス自立支援センター「おおいずみ」がＨ21年度末で廃止となり、　　以降は大阪市内のホームレス自立支援センター(大阪市事業)のみ。

	課題・問題点
	○  昨今の経済・雇用情勢の悪化により、就業紹介においても厳しい状況が続いており、民間事業所等から仕事等を開拓する取組みの強化が必要である。

	今後の取り

組み方向
	○  大阪ホームレス就業支援センター運営協議会では、引き続き民間事業所等への求人開拓に努めるとともに、関係機関を通じて経済団体との連携を図りながら、新たな就業機会を創出するための方策を検討するなど、様々な形で開拓に取り組んでいく。さらに、国に対して河川・道路等の管理に伴う作業にホームレス等の人たちが従事できる仕組みを構築するなど、今後の安定的な就業機会の確保・提供を行うよう働きかけていく。

	担当部室課
	商工労働部雇用推進室労政課
福祉部地域福祉推進室社会援護課


※上記「路上生活からの脱却状況」の表には、巡回相談指導事業により支援した緊急一時宿泊事業(H22.1～)　　利用者を含む。
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